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（この答申案の位置づけ） 

この答申案は、第３回部会までに結論が得られた内容について文案を作成したものです。  

第４回部会において、引き続き審議となっている調査事項の部分については、個別の記載はし

ていません。 

 

諮問第174号の答申 

農林業センサスの変更について（案） 

 

本委員会は、諮問第174号による農林業センサスの変更（令和６年度以降に実施する調査に係る

変更）について審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

 

記 

 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否 

令和５年５月22日付け５統計第198号により農林水産大臣から申請された「基幹統計調査の

変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審議した結果、以下のとおり、統計

法（平成19年法律第53号）第10条各号に掲げる要件のいずれにも適合しているため、「農林業セ

ンサス」（基幹統計調査）の変更を承認して差し支えない。 

ただし、以下の「（２）理由等」で指摘した事項については、計画の修正等が必要である。 

 

（２）理由等 

ア 農林業経営体調査票による調査に係る変更 

（ア）調査票様式の再構成 

ａ 農林業経営体調査票による調査（以下「経営体調査」という。）においては、前回調査

の際、農林業に従事する労働力に関する設問の拡大等に伴う調査票のページ数増加を抑

制するため、農業と林業の同一項目（労働力、生産物の販売など）については、林業独

自の回答欄を設けず、林業経営体が回答する際に、農業項目として設けられた設問を、

林業に読み替えて記入すること（以下「読替え方式」という。）を求めていた。 

しかし、本申請では、読替え方式を取りやめ、農業項目と林業項目の記入箇所をそれ

ぞれ区分した上で、調査票の様式を再構成する計画である。 

ｂ これについては、前回調査の結果、 

ⅰ）読替え方式により、報告負担が増加したという意見が多かったこと 

ⅱ）報告誤りや記入漏れ等が多数発生し、市区町村における審査事務の負担が大幅に増

加したこと 

など、読替え方式の導入時に想定していた効果よりも支障の方が大きかったとの判断に

よるものであり、記入しやすい調査票とすることで報告負担及び事務負担の双方を軽減

し、円滑な統計調査の実施を確保しようとするものであることから、適当である。 

 

資料５ 
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（イ）報告を求める事項の変更 

① 農林業の労働力に関する事項 

ａ 前回調査では、報告を求める事項（以下「調査事項」という。）のうち、農林業の労

働力に関して、農作業、農業生産関連事業（農産物の加工、観光農園、農家レストラ

ンなど）及び林業作業それぞれに係る詳細な構造分析を可能とするため、図表１のと

おり、個人ごとの属性情報（性別、出生年月、従事状況等）に係る把握対象者の範囲

を拡大した。 

図表１ 個人ごとの属性情報に係る把握対象者の範囲（前々回調査・前回調査・変更案） 

区 分 
前々回調査 

（2015年調査） 
前回調査 

（2020年調査） 
変更案 

（2025年調査） 

農作業 経営内部 

※家族経営体（注１・２）のみ 

経営内部、常雇い 

※個人経営体（注２）、 

団体経営体 

経営内部 

※個人経営体（注３）、 

団体経営体 

農業生産関連事業 － 経営内部 － 

林業作業 － 経営内部、常雇い － 

（注１）「家族経営体」は、現在の「個人経営体」に相当 

（注２）作業従事の有無を問わず、世帯員全員について把握 

（注３）作業に従事した世帯員のみ把握 

ｂ しかし、本申請では、個人ごとの属性情報に係る把握対象者の範囲を農作業の経営

内部に限定するとともに、農業生産関連事業及び林業作業については、合計人数の把

握を基本とする調査事項の整理・簡素化を行う計画である。 

また、この変更のほか、以下の変更などを計画している（詳細な変更内容は、別紙

１参照）。 

ⅰ）個人経営体において把握していた世帯員の男女別合計人数（作業従事の有無を問

わない。）について、年齢階級別に詳細化 

ⅱ）経営内部の労働力の一部として把握していた「経営主」に関する事項について、

「経営主」という区分に集約して把握し、事業継続年数や後継者に関する事項を追

加 

ⅲ）個人経営体における個人ごとの調査事項のうち、世帯主との続柄を削除 

ｃ これらの変更のうち、個人ごとの属性情報に係る把握対象者の縮小については、 

ⅰ）前回調査において、多くの常雇いがいる経営体を中心に報告者の負担が大きく増

加し、円滑な調査実施に支障が生じたこと 

ⅱ）記入漏れなどが多数発生したことで市区町村における審査事務の負担が大幅に増

加した一方で、想定していたような利活用も乏しかったこと 

から、適当である。 

また、これ以外の変更についても、利活用上の必要性や報告者負担及び事務負担の

観点から、一定の合理性を認めるが、図表２に掲げる調査事項については、別紙２の

とおり修正する必要があることを指摘する。 
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図表２ 申請案のうち修正が必要な調査事項（労働力に関する調査事項） 

項番 ページ 調査項目 

【１】２ ２ 世帯の状況（個人経営体） 

【２】２ ３ 経営開始等の経緯、経営年数 

【２】４ ３ 過去１年間の経営主の主な状況 

【２】５ ３ 後継者の確保状況 

【３】１ ４ 農作業に従事した人数 

【３】４ ６ 常雇いの詳細（農作業） 

【12】１ 16 林業作業に従事した人数 

【12】３ 16 常雇いの詳細（林業作業） 

（注）項番欄及びページ欄は、本申請に係る調査票案の該当部分及び該当ページを記載している。 

 

② ①以外の調査事項の変更 

本申請では、①に記載した労働力に関する調査事項のほか、別紙３のとおり、調査事

項を変更する計画である。 

これらについては、 

ⅰ）追加については、各種計画等の進捗・評価の指標等として必要とされているととも

に、報告者の負担が著しく増加するものとは認められないこと 

ⅱ）削除については、利活用の状況から調査票全体の優先順位を検討した結果であると

ともに、報告者の負担軽減にも資すること 

から、おおむね適当である。 

ただし、図表３に掲げる調査事項については、別紙４のとおり修正する必要があるこ

とを指摘する。 

 

図表３ 申請案のうち修正が必要な調査事項（労働力に関する調査事項以外） 

項番 ページ 調査項目 

【９】２（1） 13 有機農業の取組状況 

【14】１ 17 過去１年間の林業作業の受託による料金収入 

（注）項番欄及びページ欄は、本申請に係る調査票案の該当部分及び該当ページを記載している。 

 

（ウ）調査方法の変更 

a 本申請では、報告者が記入済調査票を提出する際の方法に郵送を追加する計画である。 

これについては、 

ⅰ）円滑かつ効率的な調査票の回収を確保するとともに、調査員の負担軽減に資するも

のであること 

ⅱ）郵送提出の増加に伴い、市区町村における審査事務の増加が想定されるが、前記（ア） 

記載の調査票様式の見直しが予定されているとともに、農林水産省が、市区町村にお

いて効率的に審査できるようにするため、審査集計システムの提供の準備を進めてい

ること 
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から、適当である。 

 

ｂ また、本申請では、オンラインで回答する際に利用するシステムを、「政府統計オンラ

イン調査システム」（e-survey）から農林水産省の独自システムである「農林水産省共通

申請サービス」（以下「eMAFF」という。）（注）に変更する計画である。 

これについては、オンライン回答が伸び悩む中、農林水産関連の行政手続に係る包括

的な申請・届出システムであるeMAFFを用いることによる相乗効果もあいまって、農林業

センサスのオンライン化を促進しようとする試みであることから、適当である。 

（注）eMAFFとは、農林水産省が所管する法令に基づく各種申請・届出・報告に関する一括システムであり、農

林水産省への手続だけでなく、農林水産省が所管する法令に基づく地方公共団体への手続などについても

包括的にカバーするものである。 

 

（エ）集計事項の変更 

ａ 本申請では、調査事項の変更に伴う集計事項の見直しを行うほか、利活用の低い集計

を整理等することを計画しており、適当である。 

ｂ また、本申請では、個人経営体の集計区分のうち、主副業別区分（「主業経営体」「準

主業経営体」「副業的経営体」の３区分）について、「農業所得主経営体」及び「農外所

得主経営体」に変更する計画である。 

現行の主副業別区分は、図表４《現行》に記載のとおり、「経営体の所得全体に占める

農業所得の比率」及び「自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員の有無」の

二つの指標によって区分している。このため、農業従事者が65歳以上になると、農業所

得の多寡にかかわらず、自動的に副業的経営体として区分されてしまう状況にある。こ

のことが、令和３年度に「農業経営統計調査」（農林水産省が実施する基幹統計調査）の

変更に係る本委員会の審議過程で論点となり、その答申が採択された際に、産業統計部

会長から「適切な区分を検討すべき」旨の指摘が示された経緯がある。 

本申請は、このときの指摘を踏まえ、図表４《変更案》に記載のとおり、年齢を区分

の指標としては用いず、経営体の所得全体に占める農業所得の比率のみにより区分する

計画であり、区分の名称も、それに対応して「農業所得主経営体」及び「農外所得主経

営体」とされることから、適当である。 

なお、今回の変更に伴い、「自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員の有

無」については、「農業所得主経営体」及び「農外所得主経営体」双方の内訳区分として

設けられる予定であり、この取扱いについても、適当である。 
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図表４ 主副業別区分の変更イメージ 

《現行》 

区分指標 

自営農業に 60 日以上従事している 

65 歳未満の世帯員の有無 

いる いない 

経営体の所得全体に占める

農業所得の比率 

50％以上 主業経営体 
副業的経営体 

50％未満 準主業経営体 

 

 

《変更案》 

区分指標  

経営体の所得全体に占める

農業所得の比率 

50％以上 農業所得主経営体 

50％未満 農外所得主経営体 

 

イ 農山村地域調査票（農業集落用）による調査に係る変更 

（ア）報告者の候補者名簿の作成方法及び報告者の選定方法の変更 

ａ 農山村地域調査票（農業集落用）による調査（以下「農業集落調査」という。）では、

前回調査まで、報告者となる「農業集落精通者」（地域活動の状況に精通していると考え

られる者。主として自治会長等を想定）について、農林水産省の地方農政局等（注）が市

区町村から連絡先情報の提供を受けて報告者の候補者名簿を作成し、それに沿って、報

告を求めていた。 

しかし、前回調査においては、調査対象となった全国約14万集落のうち、ⅰ）約５万

集落については、市区町村から農業集落精通者の情報が得られなかったほか、ⅱ）当該

情報が得られた約９万集落についても、うち約１万５千集落は、報告者が非農家等のた

め、回答が得られなかった。そのため、約６万５千集落については、地方農政局等の職

員を動員して、農業関係団体等から農業集落精通者の情報を入手して報告を求めたほか、

集落を直接訪問する等して、実地に情報収集することで、辛うじて調査を実施した状況

であり、地方農政局等の職員の大幅な減少により、前回までと同じ態様による調査の継

続が極めて困難になっている中、農業集落調査を継続するためには、候補者名簿の作成

方法や選定方法について、抜本的に見直しが必要となっていた。 

（注）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ 

ーをいう。 

ｂ このような状況を踏まえ、本申請では、農業集落調査を、事実上、経営体調査の後続

調査として位置づけ、最新の経営体調査の客体候補一覧表（2025年調査の実績等）の情

報から、農業集落ごとに、以下の優先順位で、報告者の候補名簿を作成し、それに沿っ

て、報告を求める計画である。 
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【候補者の優先順位】 

第１候補 自治会長・行政区長等（注１） 

（注１）複数の該当者が存在する場合には、経営耕地面積が最も大きい者を選定する。 

第２候補 「地域内の農業を担う者」（注２） 

（注２）農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第19条に基づき策定・公表され

る地域計画（いわゆる「人・農地プラン」）において、地域内の農業を担う者とされ

る者 

第３候補 第２候補に該当しない認定農業者・認定新規就農者 

第４候補 農林業経営体（第３候補までに該当する者を除く。） 

第５候補 自給的農家、土地持ち非農家（注３）、その他の世帯（注４） 

（注３）農家以外で耕地等を５アール以上所有する世帯 

（注４）農家以外で耕地等を５アール未満所有する世帯 
※ 第２候補から第５候補について、それぞれの区分に複数の該当者が存在する場合には、経営耕地面積（経

営耕地面積がない場合は所有している耕地面積）の大きい者から順に選定する。 

ｃ これについては、 

ⅰ）経営体調査の結果から得られる最新の情報を基礎にして候補者名簿を作成しようと

するものであり、その整備に大きな支障が生じない見込みであるとともに、何らかの

形で農業に関与している者の中から報告者を選定することで、これまでよりも、適切

な報告者の選定が見込まれること 

ⅱ）候補者を選定する際の優先順位を明確にすることで、調査の実施過程において想定

される代替報告者の選定の際にも、円滑かつ統一的な選定が可能になると考えられる

とともに、今回予定されている民間委託においても効果的と考えられること 

から、一定の合理性があると考えられる。 

ただし、今回予定されている変更は、前例のない大規模なものであり、次回調査に向

けて、より的確で効率的な方法を検討するためには、調査の実施過程における詳細な実

績を把握する必要があることを指摘する（後記「４ 今後の課題」参照）。 

 

（イ）前記（ア）の変更に伴う変更等 

本申請では、報告者の候補者名簿の作成方法及び報告者の選定方法の変更等に伴い、図

表５のとおり、調査対象地域等についても、変更する計画である。 

図表５ 農業集落調査の調査対象地域等の変更 

 前回調査 
（2020年調査） 

変更案 
（2025年調査） 

調査 
対象 
地域 

全国の農業集落 
《除外地域》 

○ 全域が市街化区域とされている農業集落 

全国の農業集落 
《除外地域》 

① 全域が市街化区域とされている農業集落 

② 経営体調査の客体候補一覧表に登載された者

がいない農業集落 
調査 
系統 

民間事業者 地方農政局等 民間事業者 

調査 
方法 

郵送・オンライン 調査員・職員 
郵送・オンライン 

（必要に応じ、民間事業者の調査員が対応） 

調査 
実施 
期間 

令和元年12月１日～２年２月28日（注） 
※ 経営体調査と同時に実施 

（注）未回収の調査票については、地方農政

令和７年10月１日～12月31日 
※ 経営体調査（令和６年12月～７年２月）の実施

後に行う客体候補一覧表の更新（令和７年５月

まで）を経て、報告者選定・調査実施 
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 前回調査 
（2020年調査） 

変更案 
（2025年調査） 

局等経由の調査員調査により回収（令和

２年４月１日～６月30日） 

公表 概要・詳細の二段階公表 詳細公表のみ 
 

各変更事項については、以下のａ～ｃに記載のとおりであるが、前記（ア）と同様、い

ずれの項目についても、次回調査に向けて、調査の実施過程における詳細な実績を把握す

る必要があることを指摘する（後記「４ 今後の課題」参照）。 

① 調査対象地域 

本申請により、農業集落調査の候補者名簿の作成方法が前記（ア）ｂに記載の手順に

変更されることから、農業に関与する者が居住していない集落については、農業集落調

査の候補者が存在しないことになる。 

このため、本申請では、経営体調査の客体候補一覧表に登載された者がいない集落を

対象地域から除外する計画である。（注） 

これについては、 

ⅰ）経営体調査の結果等を基礎情報として候補者名簿が整備されることからやむを得な

い一方で、前回調査で対象となった集落の大部分（98％程度と見込まれる。）に対して

は調査が継続されること 

ⅱ）今回対象から外れる集落についても、再び農業に関与する者が居住するようになれ

ば、次回調査の際には、調査対象に復帰する取扱いであること 

から、一定の合理性があると考えられる。 

（注）集落全域が、都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条第１項に規定する「市街化区域」とされて

いる農業集落については、従前から、農業集落調査の対象になっていない。 

② 調査系統、調査方法 

前回調査では、民間事業者による郵送・オンライン調査と、地方農政局等による調査

員調査・職員調査との併用により行われていたが、本申請では、調査事務を全面的に民

間委託し、原則的に郵送・オンライン調査で行うとともに、回答が得られない場合など

については、必要に応じて、民間事業者の調査員が対応する計画である。 

これについては、 

ⅰ）地方農政局等の職員の大幅な減少により、従前の調査系統の維持が困難である中、

調査を継続するための対応であること 

ⅱ）前回調査において、既に84％の回答が民間事業者経由の郵送・オンライン調査で回

収できているとともに、本申請では、必要に応じて調査員による対応も予定されてい

ること 

ⅲ）経営体調査の後続調査として行われることから、経営体調査を実施する段階で、農

業集落調査の事前周知も可能であること 

から、一定の合理性があると考えられる。 

③ 調査の実施期間、調査結果の公表 

前回調査までは、農林業センサスの３種類の調査票ともに、おおむね同時期（前回調
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査では、基本的に令和元年12月から２年２月）に調査が行われ、調査結果の公表につい

ては、「概要」及び「詳細」の二段階で行われていた。 

本申請では、農業集落調査の候補者名簿の作成方法が前記（ア）ｂに記載の手順に変

更されることから、農業集落調査の開始時期を約10か月繰り下げ（図表６参照）、これに

伴い、調査結果の公表について、「概要」及び「詳細」の二段階で行うことを取りやめ、

一本化して行う計画である。 

図表６ 農林業センサスの各調査票の実施時期の比較（前回調査・変更案） 

  
このうち、調査の実施時期の変更については、農業集落調査の候補者名簿を整備する

ために、経営体調査の実施後に一定の期間が必要であることから、適当である。 

また、公表時期の繰下げによる二段階公表の一本化については、従前の詳細公表（前

回調査においては令和３年６月）と同じタイミング（令和８年６月を予定）の公表が維

持される見込みであることから、適当である。 

 

ウ その他の変更 

（ア）農山村地域調査票（市区町村用）の調査方法の見直し 

本申請では、農山村地域調査票（市区町村用）の調査方法について、地方農政局等を経

由して行う方法を改め、農林水産省本省から報告者に直接報告を求める方法に変更する計

画である。 

これについては、地方農政局等の事務負担の軽減を目的とした農林水産省内の業務分担

の検討の結果であり、適当である。 

 

（イ）調査結果の公表方法の変更（各調査票共通） 

本申請では、調査結果の公表に当たり、印刷物の作成を取りやめることを計画している。 

これについては、デジタル化やペーパーレス化を背景として、インターネットの情報提

供により、利活用上の大きな支障が生じていないと考えられること、また、印刷物（前回

調査の実績として、計53冊。総頁数は約１万頁）を作成するための事務負担を軽減し、限

られたリソースの有効活用を図ろうとするものであることから、おおむね適当である。 

(※)帯状の網掛けをしている部分が、各調

査票における調査の実施時期 
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ただし、利用者の利便性確保の観点から、いわば「利用ガイド」のような冊子の作成を

検討する必要があることを指摘する。 

 

２ 前回答申（平成30年８月28日付け統計委第９号）における「今後の課題」への対応状況 

本委員会は、農林業センサスに係る前回答申において、以下の事項について検討することを指

摘した。 

① 経営体調査の客体候補名簿の情報の有効活用、調査計画上の位置付けの検討 

② 経営体調査における個人経営体用と団体経営体用の調査票様式の分割 

③ 経済センサス‐活動調査との役割分担の整理 

 

（１）経営体調査の客体候補名簿の情報の有効活用、調査計画上の位置付けの検討 

経営体調査の客体候補名簿（注）には、経営体調査の対象になる農林業経営体のほか、それに

該当しない自給的農家や土地持ち非農家などの情報が含まれている。農林水産省は、従前から、

これらを用いた参考集計の結果を農林業センサスの結果に併せて提供しており、本委員会は、

参考集計の継続的な提供を担保するための措置について検討を求めた。 

これについて、農林水産省は、本申請において、参考集計の実施及びその内容について調査

計画に追記することで、その継続的な実施を明確にすることとしており、適切な対応と考える。 

（注）「客体候補名簿」とは、経営体調査の実施に先立って、同調査の報告者となる「農林業家経営体」に該当する

か否かを調査員が聞き取りにより作成する名簿であり、この名簿の情報を抜粋して一覧にしたものが、農業集

落調査の候補者名簿の基礎となる「客体候補一覧表」である。 

 

（２）経営体調査における個人経営体用と団体経営体用の調査票様式の分割 

現行の経営体調査は、個人経営体と団体経営体ともに同一の調査票で行っていることから、

本委員会は、報告者の負担感を考慮して、調査票様式の分割について検討を求めた。 

これについて、農林水産省は、個人経営体と団体経営体に調査票を分割した場合、 

ⅰ）調査員が調査票を配布する際に、いずれに該当するのか個別に判断した上で調査票を配布

することとなるため、調査員の負担増と誤配布発生のおそれがあること 

ⅱ）集落営農に参加している経営体のように、個人経営体と団体経営体の両方の側面をもつ経

営体があり、報告者において逆に混乱が生じるとともに、回答漏れが生じかねないこと 

から、従前どおり、全ての経営体に対して共通の様式で実施することとしており、この対応に

ついては、調査の円滑な実施と正確な回答を確保する観点から、適切な対応と考える。 

 

（３）経済センサス‐活動調査との役割分担の整理 

農業経営に係る法人化の取組が推進されており、今後、経済センサス‐活動調査（以下「経

済センサス」という。）の対象となる農林業経営体が増加すると想定されたことから、本委員会

は、報告者負担の軽減や調査の効率化等の観点から両調査の役割分担について検討を求めた。 

これについて、農林水産省は、農林業センサスにおいては、農林関連統計調査の母集団情報

として必要な生産構造や就業構造を、経済センサスよりも詳細に把握している一方で、経済セ

ンサスで把握している費用や資本に関する事項は把握していない状況であるほか、調査対象時

期や調査実施時期も異なっており、役割分担はなされているとしており、妥当な判断と考える。 
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３ 今後の手続についての整理 

経営体調査では、1995年調査から、全国共通の調査事項のほかに、都道府県の要望に応じて、

都道府県別の調査事項（以下「県別項目」という。前回調査においては各県とも上限５項目）を

設定する余地を設けている。 

県別項目についても、他の調査事項と同様、集計・公表されているが、 

ⅰ）農林水産省が自らの必要性に基づき全国共通の調査事項として設定するものではなく、都道 

府県ごとの個別の必要性に応じて設定されるものであること 

ⅱ）全国共通の調査事項が確定した後、農林水産省が都道府県に対して県別項目の設定について

の要望聴取を行うことから、それらの内容確定が、調査票を印刷する時期の直前であること 

などの事情により、これまでの調査計画では、その詳細な内容までは明示されていなかった。 

しかし、総務省は、上記理由はありつつも、県別項目も基幹統計調査の一部であり、調査計画

の明確化が望ましいとの観点から、農林水産省に対し、県別項目が確定した時点で、追加で申請

するよう求めており、今後、おおむね図表７のスケジュールに沿って対応がなされることが想定

されている。 

 

図表７ 今後の想定スケジュール（県別項目関係） 

 

 

 

 

 

 

 

この手続の追加については、基幹統計調査の一部として設定される県別事項の内容を調査計画

上明確にしようとするものであり、適当である。 

また、農林水産省は、県別項目に係る要望聴取に当たり、報告者の負担増を抑制する観点から、

都道府県に対して、これまでも以下に掲げる具体的な指示をしており、今回も同様の指示を行う

予定であることから、その対応も適当である。 

 

【県別項目の要望聴取に当たり、農林水産省から都道府県への指示事項】（前回調査時） 

ⅰ）項目数は最大５項目まで 

ⅱ）単純積み上げによる集計が可能な設問又は選択させる設問とし、選択肢の場合は最大で３つまで、

数字の場合は７桁まで 

ⅲ）報告者等の負担増とならないよう、十分配慮すること 

ⅳ）設問はできるだけ簡素で分かりやすくすること 

ⅴ）項目名は質問事項が一目でわかるフレーズで記入すること 

 

 

申請 審議 承認 県への 
要望聴取 

県別項目 
の確定 

調査票
の印刷 

調査
実施 

R5.11 R6.3 R6.７～11 答申採択後
速やかに 

今回の諮問・申請手続 県別項目明確化のための追加申請 

R5.5 R6.12 
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４ 今後の課題 

（１）外国人の従事状況の把握（経営体調査） 

農業に従事する外国人労働者は増加傾向にあり、また、農業従事者の減少と高齢化が同時進

行する農業分野においては、今後、外国人労働力への一層の需要の増加が見込まれる。そのた

め、次回以降の調査において、雇用労働力について日本人と外国人に分けて把握するなど、外

国人の従事状況についても把握することを検討することが必要である。 

 

（２）調査実績の詳細な把握及び的確かつ効率的な情報収集の方法の検討（農業集落調査） 

本申請における農業集落調査の変更については、現状において実施可能で現実的な計画が示

されていると評価できるが、大幅な変更がなされていることから、農林水産省において、例え

ば、回答者の属性、調査手法別の回答状況、回答が得られなかった場合の対応状況など、調査

実績を詳細に把握し、今回の計画による調査の実施状況等を分析することが必要である。その

上で、次回以降においても必要とされる情報の把握を継続するためのより的確で効率的な方法

を、時間をかけて検討することが必要である。 

その際には、例えば、農業委員や農地利用最適化推進委員（注１）等の農業関係者に対する調

査実施の可能性（注２）や、既存の行政記録情報等の活用による効率的な情報収集の可能性などに

ついても検討することが考えられる 。 

 

（注１）農業委員とは、農業に関する識見を有する者のうちから、市町村長が議会の同意を得て任命する者。農地

法（昭和27年法律第229号）に基づく農地の売買・貸借の許可、農地転用案件への意見具申など、農業委員会

の総会・部会に出席・審議をして、最終的に合議体としての決定を行う。 

農地利用最適化推進委員とは、農地等の利用の最適化の推進に熱意と識見を有する者のうちから、農業委

員会が委嘱する者。担当地区において、農地等の利用の最適化の推進を担当する。 

（注２）今回の農業集落調査の報告者選定の手順では、農業委員等に着目して選定することは想定されていないが、

報告者の中に結果として農業委員等を兼ねる農業従事者が含まれる可能性はある。 
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別紙１ 農林業経営体調査票における主な調査事項の変更（農林業の労働力に関する事項） 

項番 ページ 変更内容 変更理由 

【１】２ ２ 世帯員の男女別人数を年齢階級別に

詳細化 

前回調査では、個人経営体について、個人

別に把握した情報から年齢階級別の世帯

人数が把握できたが、今回の変更により、

個人ごとの把握が農業従事者に限定され

る。そのため、経営体の維持や担い手確保

の観点から従事者以外の世帯員も含めた

世帯全体の状況を把握するため詳細化 

【２】 

１～５ 

３ 経営内部の労働力のうち、「経営主」

に関する事項を集約 

経営の総括的事項を１箇所にまとめるた

め、経営主の性別、出生年月、従事状況等

の個人の状況と経営の継続状況等を集約   

【２】２ ３ 経営主が経営開始又は経営継承して

からの期間を追加 

前回調査において、経営開始・継承の内容

が後継者の調査事項の設問文の一部にな

っており、明確に経営期間を把握できるも

のではなかったため 

【２】５ ３ 後継者への継承意向の明確化 前回調査において、「経営を開始又は継承

直後のため、５年以内に引き継がない」と

条件付けをした設問であったことから、５

年以内に引き継ぐ意向の有無が明確にな

る調査事項に整理 

【３】１ ４ 農作業に従事した人数の全体像を把

握する項目を追加 

後続する労働力に関する調査事項の記入

漏れを防止するとともに、記入内容の審査

を容易にするため 

－ （２～４） 個人経営体の個人ごとの調査事項か

ら世帯主との続柄を削除 

行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負

担を軽減するため 

－ （２） 個人経営体の個人ごとの調査事項の

うち、自営農業に従事した日数から

「従事しなかった」の選択肢を削除 

個人ごとの把握を農業従事者に限定する

ため 

－ （３） 個人経営体の個人ごとの調査事項の

うち、事業の開始・継承に関する項目

を削除 

経営を開始又は継承した世帯員は、独立の

経営体として調査票が配布され、項目を設

ける必要性がないため 

【３】３ ５ 団体経営体の個人ごとの把握項目に

おける農業に従事した日数について

「60日未満」を削除し、60日未満の従

事者については合計人数の把握に変

更 

行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負

担を軽減するため 

－ （３） 過去１年間の農業生産関連事業の従

事日数の削除 

行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負

担を軽減するため 

【３】４ ６ 農業経営体における常雇いについて、

個人ごとの把握から年齢階級別の把

行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負

担を軽減するため 
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項番 ページ 変更内容 変更理由 

握に簡素化 

【８】３ 12 農業生産関連事業に係る経営内部及

び常雇いについて個人ごとの把握か

ら男女別人数に簡素化 

行政上の利活用状況も踏まえ、農業と分離

して簡素化した上で、報告者の負担を軽減

するため 

【８】３ 12 農業生産関連事業に従事した常雇い

及び臨時雇いについて、「実人数の合

計」を残し、「従事日数の合計」を削

除 

行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負

担を軽減するため 

【12】１ 16 林業作業に従事した人数の全体像を

把握する項目を追加 

後続する労働力に関する調査事項の記入

漏れを防止するとともに、記入内容の審査

を容易にするため 

【12】２ 16 林業経営体の経営内部従事者につい

て、個人ごとの把握から従事日数階級

別の把握に簡素化 

行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負

担を軽減するため  

【12】３ 16 林業経営体の常雇いについて、個人ご

との把握から年齢階級別の把握に簡

素化 

行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負

担を軽減するため  

（注１）本表に記載した変更以外にも、項番、字句、レイアウトの変更など形式的な変更が計画されている。 

（注２）項番欄は、本申請に係る調査票案の該当部分を指す。調査事項の削除の場合については、「－」と記載している。 

（注３）ページ欄は、本申請に係る調査票案の該当ページを指す。調査事項の削除の場合については、前回調査の調査票

の該当ページを（ ）で記載している。 
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別紙２ 農林業経営体調査票の申請案に対する統計委員会修正意見（農林業の労働力に関する事項） 

項番 ページ 申請案 統計委員会修正意見 修正理由 

【１】２ ２ 

  

○全ての農林業経営体に
対して回答を求める調
査事項であるところ、
林業経営体が、回答不
要の項目と誤解するお
それがあるため、記入
漏れが生じないよう注
釈が必要 

  

 

 

①農林業に従事していな
い者を含めた人数につ
いて回答を求める調査
事項であるところ、記
入漏れが生じないよう
に注釈が必要 

 
②前回調査と同様、20代
及び30代についても５
歳刻みで集計すること
が必要 

【２】２ ３ 

  

①経営主になった契機に
係る選択肢について、
より分かりやすくこと
が必要 

 
②一つの設問文に二つの
質問が入っていること
から、設問文を区切っ
て質問内容を明確にす
ることが必要 

① 

② ② 

① 

① 

 

② 
② 

① 

① 
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項番 ページ 申請案 統計委員会修正意見 修正理由 

【２】４ ３ 

  

○個人経営体の経営主と
個人経営体以外の経営
主との間において選択
肢が異なると考えられ
ることから、回答欄を
別々に設けることが必
要 

 

【２】５ ３ 

  

○正確な回答を得るため
に、選択肢の説明が必
要 

【３】１ ４ 

  

①前回調査と同様の取扱
いであることを明確に
するため、臨時雇いに
農業研修生が含まれる
ことを明記することが
必要 

 
②誘導線に従った結果と
して、他項目の記入漏
れが発生する懸念があ
ることから、誘導線の
簡略化と誘導の趣旨の
明確化が必要 

 

① 

② 
② 
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項番 ページ 申請案 統計委員会修正意見 修正理由 

【３】４ ６ 

 
 

○前回調査と同様、20代
及び30代についても５
歳刻みで集計すること
が必要 

【12】１ 12 

  

○前回調査と同様の取扱
いであることを明確に
するため、臨時雇いに
林業研修生が含まれる
ことを明記することが
必要 

【12】３ 16 

  

○前回調査と同様、20代
及び30代についても５
歳刻みで集計すること
が必要 

（注）項番欄は、本申請に係る調査票案の該当部分を指す。ページ欄は、本申請に係る調査票案の該当ページを指す。 
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別紙３ 農林業経営体調査票における主な調査事項の変更（農林業の労働力に関する事項以外） 

項番 ページ 変更内容 変更理由 

－ （３） 集落営農組織への参加状況を削除 行政上の利活用状況も踏まえ、報告者の負担を

軽減するため 

【５】９ ９ 「きのこ栽培・その他の農業」のそ

の他農業の品目の細分化及び選択

肢に該当しない場合の記入欄を追

加 

注釈に記載するのみであった「その他の農業経

営」の例示を調査事項として設定するとともに、

調査結果の審査及び今後の調査事項検討のた

め、それらに該当しない品目の記入欄を追加 

－ （７） 「きのこ栽培・その他の農業」を行

っていない場合の選択肢を削除 

いずれの選択肢にもチェックがつかなければ、

実態として「行っていない」と同旨であることが

明らかであるため 

【６】４ 

【８】２ 

10 

12 

農産物及び農産物加工品等の輸出

に関する事項を追加 

「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」（令和

３年12月農林水産業・地域の活力創造本部改訂）

の進捗・評価等の指標として利用するとともに、

今後の施策検討に活用するため 

【７】２ 11 さとうきび作の作業に係る受託作

業面積を削除する一方、受託した農

作業を把握する事項の選択肢に「水

稲作」及び「さとうきび作」を追加 

さとうきび作の詳細把握については、行政上の

利活用状況も踏まえ、報告者の負担を軽減する

ため削除 

その一方で、受託作業の類別項目の選択肢を網

羅的にするため、「水稲作」「さとうきび作」を追

加 

【８】１ 12 農業生産関連事業の選択肢「その

他」について具体的な記載欄を追加 

調査結果の審査及び今後の設定項目の検討のた

め 

－ （10） 農業生産関連事業の選択肢「海外へ

の輸出」を削除 

海外への輸出については、別途詳細を把握する

項目を追加するため 

－ （10） 青色申告の継続年数を把握する事

項を削除 

今回も継続して把握する青色申告の実施状況の

結果を前回結果と接続することで、継続年数が

５年未満か５年以上かについては把握が可能で

あることから、報告者の負担を軽減するため 

【９】２ 13 有機農業の実施状況を把握する事

項を充実 

「みどりの食料システム戦略」（令和３年５月12

日みどりの食料システム戦略本部決定）の進捗・

評価等の指標として利用するとともに、今後の

施策検討に活用するため 

【９】３ 14 データ利活用状況を把握する事項

の選択肢を充実 

施策効果の評価等の指標として活用するととも

に、今後の施策検討に活用するため 

【10】５ 15 過去１年間の「立木販売した実面

積」を追加 

「森林・林業基本計画」（令和３年６月策定）に

おいて掲げられた再造林の促進の分析に利用す

るとともに、今後の施策検討に活用するため 

【13】２ 17 林産物の販売品目の選択肢に「その

他」を追加 

木質バイオマス用に販売するなど、既存項目以

外での販売に対応するため 

（注１）本表に記載した変更以外にも、項番、字句、レイアウトの変更など形式的な変更が計画されている。 

（注２）項番欄は、本申請に係る調査票案の該当部分を指す。調査事項の削除の場合については、「－」と記載している。 

（注３）ページ欄は、本申請に係る調査票案の該当ページを指す。調査事項の削除の場合については、前回調査の調査票

の該当ページを（ ）で記載している。 
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別紙４ 農林業経営体調査票の申請案に対する統計委員会修正意見（農林業の労働力に関する事項以外） 

項番 ページ 申請案 統計委員会修正意見 修正理由 

【９】２（１） 13 

  

○自給用に作付け（栽

培）した場合を含める

旨を明確にすること

が必要 

【14】１ 17 

  

○立木を購入して素材

等として販売した場

合の受託料金収入の

考え方について、報告

者が正確に回答でき

るようにするため、注

釈が必要 

 
（注）前回調査では、農

業項目を読み替え

て回答を求めてい

た項目であり、調査

内容自体について

は変更がない。 

（注）項番欄は、本申請に係る調査票案の該当部分を指す。ページ欄は、本申請に係る調査票案の該当ページを指す。 


